
第 4章　気候変動と作物生産変動予測

1 ． は じ め に

2007 年に発表された気候変動に関する政府間パネル第 4 次評価報告書（IPCC AR4）では，気候
システムの温暖化には疑う余地がなく，20 世紀半ば以降の世界平均気温の上昇は，その大部分が
人間活動による温室効果ガスの増加によってもたらされた可能性が非常に高い，また現在の気候変
動緩和政策および関連する持続可能な開発の実践では，世界の温室効果ガス排出量は今後数十年間
増加し続けるという意見の一致度は高く，多くの証拠がある，とされている．つまり，21 世紀の
世界の農業は，大気中の二酸化炭素濃度の上昇と温暖化の進行，そしてそれに付随する水循環の変
化や極端な気象現象の頻発などの生産環境の変化に直面していると言える．

大気中の二酸化炭素濃度の上昇は，植物の光合成速度を増加させることから，適度な環境条件下
では作物の生長と収量を増加させ，同時に葉の気孔を閉じ気味にすることにより，水利用効率を高
める．一方，温暖化は低温が問題となっている地域では冷害などの低温ストレスを軽減し，栽培可
能期間を延長させるが，一般には生育期間の短縮，呼吸量の増加，高温ストレスの増加を招く．気
候変動にともなう作物生産変動は，これらの影響の相互作用を含めたバランスで決まり，そのバラ
ンスは時期と地域によって異なる．気候変動にともなう作物生産変動予測では，これらの影響に関
する定性的な予測を精緻化し，不確実性を示しつつ定量化することが求められている．また，気候
変動に対する農業の適応技術の効果も含めた予測が必要となる．

気候変動にともなう作物生産変動予測は，作物統計や，実験室レベル・圃場スケールでの作物の
生理・生態反応に関する研究成果を利用して作物生産モデルを構築し，予想される気候変化シナリ
オに基づいてモデル計算を実行して，将来の収量を予測することが基本となる．このモデル計算を
広域に展開するためには，モデル入力データとしての気象や土壌，品種，肥培管理に関するデータ
の収集とデータセットの構築や，作物生産モデルに結合する微気象モデルや水収支モデル，窒素吸
収モデルなどの開発も必要となる．現在，農業環境技術研究所では，過去の研究の蓄積を生かし
て，作物生産変動予測に関するさまざまな研究が行われている．本章では，「農業環境研究 20 年の
歩み（農業環境研究叢書第 16 号）」との重複は避けつつ，地域スケールでの作物生産変動予測に関
するこの 10 年間の研究について紹介する．なお，気候変動に対する作物群落スケールでの応答や
適応戦略に関する研究については第 5 章で述べる．

2 ． 農 耕 地 観 測 地 点 に お け る 近 年 の 気 温 変 化 の 傾 向

近年，異常高温や低日照など，年々の気象の変化の大きさに注目が集まっている（第 5 章参照）
が，数十年という時間スケールで考えると，わが国の農耕地の気温はどの程度変化しているのだろ
うか．これは，わが国で長年にわたって蓄積された作物統計データを解析するうえでも，また農耕
地の気温のモニタリングという観点からも重要な設問である．長期観測データから気温の永年変化
傾向を算出する際には，都市化の影響を除去する必要がある．気象庁は日本の平均気温の算出に，
統計の切断がなく都市化の影響も少ない気象官署 17 地点を用いている（JMA-17）．しかし，気象
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官署は小都市の場合でもその都心部にあ
ることが多く，都市化の影響をすべて回
避できるわけではない．そこで，わが国
の農耕地における気温変化の実態を明
らかにするため，先行研究を参考にしつ
つ，気象官署およびアメダス地点から，
農耕地における気温変化傾向の実態を
把握するのに有効な 19 地点（Rural-19）
を新たに選定した（西森ら，2009）．
Rural-19 と大都市の気象官署（Metro-7）
や JMA-17 を比較すると，1980 年以降
の都市化の影響は，日最低気温では春，
秋に，日最高気温では夏に顕著に表れて
おり，Rural-19 の昇温トレンドは，日最
高気温では 2 月と 7 月に大きいことがわ
かった（図 1）．　

日最高・最低気温が観測所周辺の狭い
領域の土地利用の影響を受けている可能
性や，水田などの存在による気候緩和効果にも留意して，今後も農耕地観測地点の気温の動向を注
視していく必要がある．また，農林水産省所管の独立行政法人試験研究機関や，農業関連の公設試
験研究機関の気象観測データの有効活用も検討すべきである．このうちの前者については，農林
水産研究情報総合センターが「農業研究気象観測ポータル」（http://www.affrc.go.jp/ja/info/scs/
ndb/agriresmet/index.html）を設置している．

3 ． 気 候 変 化 シ ナ リ オ の 統 計 的 ダ ウ ン ス ケ ー リ ン グ

気候変動の影響評価研究では，大気・海洋結合大循環モデル（CGCM）や領域気候モデル
（RCM）などの気候モデルによる出力に基づいて作成された，気候変化シナリオを利用する．世界
各国の研究機関は，それぞれが開発した CGCM を用いて将来の気候のモデル計算を行っている．
IPCC は，温室効果ガスの排出シナリオに関する特別報告（SRES）のなかで，A1B シナリオ（高
成長型社会シナリオ：各エネルギー源のバランス重視），A2 シナリオ（多元化社会シナリオ）な
どの排出シナリオを用意しており，それぞれのシナリオに基づいて，将来の気候のモデル計算が行
われている．世界気候研究計画（WCRP）によるこれらの気候モデルの相互比較（第 3 次結合モデ
ル相互比較プロジェクト，CMIP3）の結果が IPCC AR4 で採用され，CMIP3 マルチモデルデータ
として公表されている．

ところで，気候モデルの出力値を影響評価に利用するためには，気候モデルの出力値の時間・空
間解像度を上げ，バイアス（系統誤差）を補正する必要がある．統計的ダウンスケーリングは，気
候モデルの出力値と影響評価モデルに入力する気候データとの間の隔たりを埋め，影響評価のため
の気候変化シナリオを作成するための手法である．その主な機能として，時間詳細化，空間詳細
化，要素推定，バイアス補正があげられる（飯泉ら，2010）．

統計的ダウンスケーリングによる要素推定の例として，日射量の推定を紹介する．日射量は農業
影響評価に重要な要素だが，気候モデルからは出力されていなかった．そこで，多くの気候モデル

図 1　大都市（Metro-7），JMA-17 および Rural-19 観測地点
における，月別日最高（上図 )・日最低気温（下図）の
25 年間の変化率．1980 年から 2004 年までの線形トレ
ンドを抽出した．●および▲は有意水準 99%，95%で
トレンドが有意であることを表す（西森ら，2009） ．
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で出力されており，観測値での検証が
比較的容易である気温日較差（日最高
気温と日最低気温との差）と相対湿度
という二つの要素から，全天日射量を
推定する統計モデルを構築した．この
統計モデルを気象研究所による RCM20
シナリオに適用し，温暖化後（2081 〜
2100 年）の日射量の変化を推定した

（Iizumi et al., 2008）．ここで，RCM20
シナリオとは，SRES-A2 シナリオに基
づく気象研究所の CGCM によるモデル
予測値を，同研究所が力学的ダウンス
ケールの手法を用いて 20km メッシュに
展開したものである．温暖化後の日射
量の推定結果から，冬には北日本と東
日本で減少し，春の西日本と夏の東日
本で増加すること，特に夏の東日本で
は増加率が現在の値に対し 10％以上と
大きいこと，秋には北海道を除いてや
や減少することなど，温暖化によって
日射環境が変化する可能性が示唆され
た（図 2）．

統計的ダウンスケーリングによる要
素推定は，対象とする気候モデルの出
力要素値が他の要素に比べて精度の劣る場合にも適用される．特に，地点降水量は農業水資源予測
などの影響評価にとって重要な要素だが，気温や気圧に比べて気候モデルの出力値の精度が低い．
そこで，比較的精度の高い気候モデル出力値である地上気圧を用いて，東アジア地域の 10km ス
ケールの降水量を季節ごとに推定する手法を開発した（西森，2003）．この研究は，月降水量や豪
雨変化の指標となる降水日数，降水強度の将来予測へと発展している．

統計的ダウンスケーリングの研究と並行して，農業環境技術研究所では影響評価研究での利用を
想定して，日本域の空間解像度 10km の「気候変化メッシュデータ」を作成，配布した．このデー
タセットは，4 つの CGCM の出力値に対し，距離の逆数による重み付け平均による線形補間を行っ
たものである（Yokozawa et al., 2003）．その改訂版である「気候変化メッシュデータVer. 2」は，
CMIP3 マルチモデルデータセットを 10km メッシュ（高解像度モデルでは 1km メッシュ）に線形
補間したものであり，SRES-A1B と A2 シナリオを想定した 7 モデルによる計 9 シナリオに基づく．
このメッシュデータには，日平均・最高・最低地上気温，日降水量，日積算日射量の 5 要素の日別
値が含まれ，データの期間は1981〜2000年，2046〜2065年，2081〜2100年の3期間である（Okada 
et al., 2009）．

図 2　統計的ダウンスケーリング手法による将来のわが国の
全天日射量の推定値．1981 〜 2000 年の平均値に対す
る，2081 〜 2100 年の平均値の増減を示す．赤色系は
日射量が増加，青色系は減少する地域を表す（西森，
2007）．
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4 ． 日 本 お よ び ア ジ ア の 主 要 生 産 地 の コ メ 収 量 変 動 予 測

⑴ わ が 国 の 将 来 の コ メ 収 量 変 動 予 測
わが国の将来のコメ収量の変動予測は，行政ニーズも，また社会的関心も高い研究テーマであ

る．利用可能な統計資料，土地利用分布ならびに気象メッシュデータを用いて，わが国のコメ収
量を都道府県別に推定するモデル（Process-based Regional rice Yield Simulator with Bayesian 
Inference，PRYSBI）を作成した（Iizumi et al., 2009）．このモデルは収量の年々変動を再現し，
モデルに内在する不確実性も考慮できる．PRYSBI に「気候変化メッシュデータ Ver.2」（第 3 節参
照）の気候変化シナリオを入力して，1981 〜 2000 年，2046 〜 2065 年，2081 〜 2100 年の 3 つの
期間について，各都道府県の年々の収量を予測した．4 つの地域ごとに各年の平均コメ収量を推計
して，各期間の 20 年間平均値および変動係数と，暖候期（5 月〜 10 月）平均気温の 1981 〜 2000
年に対する上昇度との関係を図 3 に示す．この図には，排出シナリオ，気候モデルおよび予測対象
期間の違いによる，全部で 34 ケースの推計結果がプロットされている．

北海道・東北地域では，気温上昇（気候変化）にともなってコメ収量は増加し，他の地域では収
量はおおむね減少すると推計された．ただし，3℃付近までの気温上昇では，コメ収量は全国で現
在と同程度か，やや増加する．北日本の収量増加は，おもに低温影響（冷害）による収量低下の発
生確率が減少することに起因する．地域平均コメ収量の年々変動の大きさを表す変動係数は，どの
地域においても気温上昇（気候変化）にともなって増大する傾向が見られる．とりわけ東海・中
部・近畿地域の変動係数の増加傾向が最も大きい．この原因は，開花期における平均日最高気温が
33℃以上になると高温による登熟障害が発生し，収穫係数の値が急激に（指数関数的に）減少する
機構をモデルに組み込んだためである．特に東海から中部，関西にかけて，気候変化にともなって
太平洋高気圧が強まり，その端がこの地域にかかることにより，夏季の高温傾向が強まることが気
候モデルの総観場として見られる．これは近年にも見られる特徴であり，将来，これが当該地域で
の収量低下および変動の増幅のさらなる原因となる可能性がある．ただし，高温に対するコメ収量

図 3　気候変化がわが国の地域別のコメ収量に及ぼす影響．地域別平均収量（上図）および平均収量の変動係
数（下図）と，暖候期（5 月〜 10 月）平均気温の 1981 〜 2000 年に対する上昇度との関係を示す．横軸
は暖候期の平均気温の上昇度だけが示されているが，実際には日別の気温および日射の変動が含まれて
いる．降水量の変化は考慮されていない．NJ：北海道・東北，EJ：関東・甲信越・北陸，CJ：東海・中
部・近畿，WJ：中国・四国・九州（横沢ら，2009）．
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の応答の不確実性はまだ大きく，作物生理的な側面から研究が進められている． 
以上の推計結果は適応策の効果を含んでいないが，移植日の移動，および高温耐性品種の導入を

仮定したシミュレーションの結果によれば，各地域とも，気温上昇（気候変化）に対して適応策は
有効という結果が得られた．とりわけ，北・東日本では移植日の移動，西・南日本では高温耐性品
種の導入が最も効果的であることが示唆された（横沢ら，2009）．
⑵ メ コ ン デ ル タ の コ メ 収 量 変 動 予 測
IPCC AR4 では，南アジア，東アジアおよび東南アジアの人口が 稠

ちゅう

密
みつ

なメガデルタ地帯は，海
からの洪水の増加によって，またいくつかのメガデルタでは河川の洪水によって，最大のリスクに
直面する，とされている．メコンデルタは，世界第 2 位のコメ輸出国であるベトナムのコメ生産の
約半分，輸出米の 90%を生産する穀倉地帯であるが，海抜 2m 以下の地域が多く，温暖化にともな
う海面上昇などによって塩水遡

そ

上
じょう

規模が拡大し，コメ生産や世界市場へのコメ供給に甚大な影響が
懸念される．メコンデルタにおけるコメ生産変動を評価するため，潅

かん

漑
がい

水の水理過程と水稲生育・
コメ収量推計のモデルを組み合わせた統合モデルを作成した．作付け暦は水田の水条件から生育可
能期間と播種可能期間を判定し，イネの生育や水田作業期間の配置を考慮して決定した．衛星デー
タに基づいた生育期間推定結果と照合することにより，モデルの妥当性を検証した（Sakamoto et 
al., 2006）．水田水収支は，降雨や蒸発散量等に加え，イネ生育段階に応じた潅漑・排水の水管理の
影響を考慮して推定した．水路の塩分濃度が高い期間の潅漑や洪水期における高水位時の排水は行
えないとした．気候モデル MIROC3.2hires による SRES-A1B シナリオに基づく気候変化をこのモ
デルに適用し，ベトナム領内のメコンデルタの小水域ごとに，作付け暦，収穫面積および収量の変
化を予測した．その結果，洪水年には上流部で，少雨（塩水遡上）年には沿岸部で，収穫可能面積
が大きく減少したが，同時にその他の地域では作付け可能面積が増加する相反関係が見られた．ま
た，空間分布は変動するものの，デルタ全体の総収穫面積の減少は緩和されることがわかった．一
方，気温上昇による収量への影響は敏感であり，2020 年代後半におけるベトナム・メコンデルタ
のコメ生産量は，現在よりも約 11％低下する可能性が示された（Kotera et al., 2010）．

また，気候変化による海面上昇が引き起こす塩水遡上がベトナム・メコンデルタのコメ生産へ及
ぼす影響を明らかにするため，メコン河の流量変化が引き起こす塩水遡上ならびに洪水の影響を同
時に評価する水理モデルを開発した．将来（2090 年代）の気候変化シナリオとして SRES-B2 シナ
リオ（地域共存型社会シナリオ）に基づく気候変化を想定し，デルタ内の気温，降水量，日射量，
海面の上昇度，およびデルタ上流部におけるメコン河の流量変化を与え，2090 年代半ばにおける
12 月から翌年 6 月までの期間の流量と海水侵入の程度を推定した．その結果，基準年（1998 〜
2006 年）よりも将来（2090 年代）の方が，洪水の水位と浸水面積がはるかに大きいことがわかっ
た．将来のコメ栽培期間の大幅な変化は，主として上流の流量増加にともなう洪水期間の長期化に
よるものであり，三期作が可能な地域の面積が 31％から 5％に減少する一方で，一期のみ作付け可
能な地域の面積は 21％から 62％へ増加すると推定された（Khang et al., 2010，図 4）．
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⑶ 東 北 タ イ の 天 水 田 地 帯 の コ メ 収 量 と 水 稲 作 付 け 面 積 の 推 定
世界のコメ生産面積の約 1/3 を占める天水田の稲作は，植え付け時期や栽培期間が降雨に強く依

存するため，今後予想される気候変化や水循環変動による影響が懸念されている．そこで，天水田
が多く分布する東北タイを対象に，降水量などの気象要素，作物の水・窒素利用から，天水田地帯
における水稲の地域収量の趨

すう

勢
せい

と変動を合理的に説明，予測するモデルを構築した．開発したモ
デルは，降水パターンなどに依存する稲作暦を推定する部分と，水稲の成長・収量を予測する部
分からなる．稲作暦は，農家聞き取り調査に基づいて，3 ヶ月に及ぶ移植日の地域内分布（移植水
田割合）を降水パターンからモデル化し，移植日ごとの生育日数は日長と気温の関数で再現できた

（Sawano et al., 2008，図 5）．水稲の収量予測については，作物の水利用に比例した乾物生産と収
穫指数の積からなる一般的な簡易収量モデルに，国際連合食糧農業機関（FAO）の統計資料から
容易に入手できる投入窒素の影響を取り入れたモデルを開発した．地域収量は，移植日ごとに計算
した収量を日々の移植水田割合で重み付けして求めた．このように地域内の移植日の分布を考慮す
ることで，東北タイの県別収量の地理的，時間的変動をよく説明することができた．また，投入窒

図 4　メコンデルタの塩水遡上と洪水に対応してコメの作付けが可能な地域．左図は基準年（1998 〜
2006 年），右図は 2090 年代（Khang et al., 2010）．

図 5　東北タイにおける移植水田割合と 6 月 1 日からの積算降水量との関係（左図），および移植日と出穂まで
の日数との関係（右図）．実測値は 2004 年と 2005 年に実施した農家聴取調査による．右図の推定値の幅
は，11 気象観測地点のデータと温度・日長の発育関数を用いて算出した．
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素の影響を導入することにより，過去 25 年間
の県別収量の増加趨勢を再現できるようになっ
た（図 6）．開発した地域収量予測モデルは，
気候シナリオと組み合わせることによって，将
来の収量変動の予測に利用できる． また，こ
のモデルは潅漑地域においても適用可能である

（Hasegawa et al., 2008）（平成 19 年度研究成
果情報，長谷川ら）．

気候変化にともなう地表面水循環過程の変化
が天水田地帯の水稲生産に与える影響を評価す
るため，一般的な気象データから東北タイの広
域水収支を算定するモデルを構築し，モデルか
ら得られる地表面飽和面積を使用した水稲作付
け面積推定を行った．構築したモデルは 0.05°×
0.05°（約 5km × 5km）の解像度単位で水収支
を算定する分布型水文モデルであり，地形や土
壌物理性の情報と，日別の気温，降水量，日射
量，湿度，風速から，蒸発散量や層別の土壌水
分量，地下水位等を計算する．その際，グリッ
ド内の詳細な地形情報を指標化することによ
り，グリッド内の土壌水分の不均一性や地表面
飽和領域の面積を算定する（図 7）．

図 7　水稲作付け面積推定のための地表面飽和領域の面積推定方法．地形因子λは，谷筋や盆地の底などの水
がたまりやすい場所ほど値が高くなる．モデルで計算されるグリッド内の地下水位が浅くなれば，飽和
しているサブグリッドの数が増加し，飽和領域が大きくなる．
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図 6　東北タイ収量の経年変化の推定（2 県の結果を
例示）．Case 1 は移植日の幅を考慮せず，積算
降水量が一定値に達したときに移植されたと
仮定した場合の推定収量，Case2 は本モデル
による推定収量．RMSE は標準推定誤差．
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1979 年から 2005 年までの期間について，このモデルで推定した東北タイの天水田地帯の飽和面
積を旬ごとに集計し，統計資料から得た各年の作付け面積と比較した結果，8 月中旬の飽和面積と
作付け面積の相関が最も高くなることがわかった．これは，この地域では日長感応性が強い品種
が作付けされており，水稲作付けは遅くとも 8 月末ごろまでに実施する必要があることを反映して
いると考えられ，この時点での飽和面積から水稲作付け面積を適切に推定できる可能性が示され
た（Ishigooka et al., 2009）（平成 22 年度研究成果情報，石郷岡ら）．また，推定される水稲作付け
面積を上記の地域収量予測モデルと組み合わせることにより，この地域のコメ生産の予測が可能と
なった．
⑷ 中 国 に お け る コ メ 生 産 量 変 動 の 確 率 的 リ ス ク 評 価
気候変化の影響評価で問題となる，気候モデルと温室効果ガス排出シナリオの不確実さに対処す

る一つの方法として，確率的なリスク評価手法を開発し，世界のコメの作付け面積の約 4 分の 1，
収量の 3 分の 1 以上を占める中国を対象に，気候変化がコメ収量に及ぼす影響を評価した．4 つの
SRES 排出シナリオと 5 つの気候モデルの組み合わせによる，計 20 の気候変化シナリオの結果を
利用し，世界の平均気温が 1961 〜 1990 年レベルに比べて，それぞれ 1，2，3℃上昇する場合につ
いて，各観測点の気候変化を確率的に予測し，イネの収量を予測した．潅漑と施肥は将来の気候に
適応させ，品種は現在の栽培種に固定した．中国の稲作地帯 6 地点（9 作期）での予測結果をまと
めると，二酸化炭素の施肥効果を考慮しない場合は，世界の平均気温が 1℃上昇した場合でも 90%
の確率で減収となり，減収率は 6.1 〜 18.6%で，蒸発散量と潅漑用水量は多くの場合で低下した．
また，二酸化炭素の施肥効果を考慮すると減収率は小さくなるが，蒸発散量と潅漑用水量の低下は
より高い確率で起こり，低下の程度も大きくなると予測された．このような確率的評価手法は，ど
の程度の気候変化が食糧安全保障上重要かを判断するのに有効である（Tao et al., 2008）．
⑸ 東 ア ジ ア 広 域 の コ メ 収 量 変 動 予 測
東北タイの天水田用に開発した地域収量推定モデルに，作物による窒素の吸収および水田におけ

る窒素の流れを明示的に取り扱うサブモデルを組み込んだ．この改良モデルを 20 世紀後半に収量
の著しい増加がみられた中国の 9 つの省に適用し，1990 年以降の収量や投入窒素量当たりの収量
の地域間差をよく再現できることを確認した．また，窒素肥料投入量，二酸化炭素濃度，気温の各
要因が 1961 年以降の長期的な増収に与えた影響を解析し，1961 年以降の増収のほとんどは窒素肥
料投入量の変化で説明できることを明らかにした（澤野ら，2009）．現在，この地域収量推定モデ
ルと，CMIP3 マルチモデルデータセット（SRES-A1B シナリオ）に基づく気候変化シナリオを，
中国東北部から東南アジアまでの 26 地点に適用し，2050 年までの収量予測を行っている．最新の
結果によれば，気候変化シナリオ間のばらつきは大きいが，全シナリオによる予測結果を地点ごと
に平均した収量変化は，1990 〜 1999 年と比べて−10 〜＋10%であった．また，緯度帯別にみると，
低緯度地域および高緯度地域が増収傾向，中緯度地域では減少傾向を示し，既往の研究とは異なる
興味深い予測結果が得られている（Sawano et al,. 2009）．
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5 .  農 業 水 利 用 を 考 慮 し た 大 陸 ス ケ ー ル の 水 循 環 モ デ ル の 開 発

気候変動にともなう水循環の変動
は，世界の食糧生産に関わる大きな
問題を引き起こす可能性がある．
そこで，乾燥地・半乾燥地を多く含
み，農業の水資源への依存度が大き
いユーラシア大陸東部を対象に，広
域の気象情報から農業における水需
給の時間的・空間的特徴を明らかに
できる，大陸スケールの水循環モデ
ルを開発した．鉛直方向の水収支を
小流域ごとに計算するための「流域
流出モデル」と，各々の小流域から
の流出量を流路網に従い下流へ流下
させる「河道流下モデル」を結合す
ることによって，広域の水循環と河
道から農耕地への潅漑水の供給を含
む，農業的な水循環の再現が可能と
なった（図 8）．各小流域を土地被
覆の種類によってサブ領域（水体，
潅漑水田，非潅漑水田，潅漑畑地，
非潅漑畑地，草地，森林，裸地）に
分割し，サブ領域ごとに人工衛星
データから得られる植生の季節変化
を考慮して水収支を計算する．本モ
デルでは，潅漑要水量（作物が水分
の不足によるストレスなしに生育で
きるために必要な水の量）と，農耕
地に供給可能な水資源量を計算でき
る．

長期間の広域気象データを使用してモデルを実行し，潅漑要水量と供給可能水資源量の 30 年間
（1961 〜 1990 年）平均値を求めた．供給可能水資源量に対する潅漑要水量の割合は，農業におけ
る水需給関係を表す指標となる（図 9）．この値が高い地域は，農耕地が集中して分布し降水量が
比較的少ない中央アジア，パキスタン，インド西部，中国華北などに分布している．この値が 1 を
超え，作物の生育に必要な最低限の水が，その地域に存在する水資源のみではまかなえない地域が
存在することが明らかになった．このモデルと将来の気候変化シナリオを用いて，温暖化などの気
候変化が農業の水需給関係に与える影響を評価することもできる．そのためには，空間的に高解像
度な気象データと，農耕地分布や作付け期間に関する正確な地理情報が必要である（平成 16 年度
研究成果情報，石郷岡ら）．

図 8　ユーラシア大陸東部を対象とした大陸スケールの水循環推
定モデルの概念図

図 9　東アジアの小流域ごとの供給可能水資源量に対する灌漑要
水量の割合の分布．黒色の領域は農耕地以外の土地利用

（mm/mm）

2.0

1.5

1.0

0.5

0

64 5. 農業水利用を考慮した大陸スケールの水循環モデルの開発



6 .  今 後 の 展 望

作物生産変動予測の研究は，個人が構築した作物生育・収量モデルを用いて，環境要因に対する
感度解析を行う時代から，複数の専門家が協力して構築した結合モデルを用いて，現実的な気候変
化シナリオに基づいて，広域を対象に収量予測を行う時代に移行しつつある．これまで個別に行わ
れてきた感のある作物生態反応，群落微気象，農地の水収支や窒素循環，病虫害予測などの研究
や，環境操作実験，モデル , モニタリング，データベースなどの研究手法・ツールが，気候変動に
ともなう作物生産変動の予測という明確な目標に向けて連携を強めることは，農業環境研究で求め
られる研究の連携・総合化のモデルケースとなるだろう．現在のところ，予測に不可欠な気候変化
シナリオに内在する不確実さは受け入れざるを得ず，予測対象領域の広域化にともなうモデル入力
データの収集の困難さなどのハードルも多いが，多くの専門家の英知を結集して，予測の不確実さ
を少しでも低減することが求められている．
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